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イノベーションは「技術」と「経営」の融合から

経済産業省
北海道経済産業局長
深野　弘行

　ＭＯＴ（マネジメント・オブ・テクノロジー：技術経営）とは、高度

な「技術」に、市場を知り、戦略を立てる「経営」を融合させ、売れ

る商品・サービスを創出すること。

　経済のグローバル化の中、厳しい競争を勝ち抜くためには、知的

財産（技術、アイディア）を活用してイノベーションを創出してい

く必要があり、技術と経営の本質を理解しマネージできるＭＯＴ

人材は極めて重要な役割を果たします。

　

　経済産業省では平成１４年度からＭＯＴ人材育成プログラム

導入促進事業を実施しており、平成１７年度までに、６４大学等教

育機関の延べ１４８教材プログラムの開発を支援するほか、ＭＯＴ

シンポジウム・プレスクールの開催による普及啓発を行っており

ます。

　現在までに多くの大学等教育機関にＭＯＴコースが開講され、平成１７年度には７５大学等教育

機関で４１１０名が受講しております。

　道内では、本事業を契機に北海道大学、室蘭工業大学がＭＯＴコースを開講しており、数多くの理

工系の大学院生等が経営感覚を磨くために受講しております。

　

　この動きを加速して全道に広げるために、本年度、北海道経済産業局では、質の高い技術者を育成・

輩出し続ける北見工業大学において、「北見工業大学ＭＯＴプレスクール事業」を実施しました。

　

　スクールでは、ＭＯＴによるイノベーションの創出手法やＭＯＴ人材が果たす役割について議

論するオープニングセミナーを開催するとともに、「起業・ベンチャー経営」「人材マネジメント」「利

益を生むビジネスモデルの理論と実践」「成功する技術活用テクニック」「競争力を強化する知的財

産戦略」のＭＯＴに必要な講義が行われました。

　本スクールには北見工業大学の学生・大学教官、地域の中小企業や金融機関の職員など多数の参

加があり、北見地域・北見工業大学のＭＯＴに対する高い期待がうかがえました。

　

　当局では、これを契機として、北見工業大学において北見地域の特性を活かした独自のＭＯＴ人

材育成コースの開設に繋がることを期待します。

　

　本報告書では、受講者の設定、カリキュラムの作成、スクールの開催概要、ＭＯＴ基礎モデルの検

討といった事業の概要とともに、北見工業大学のＭＯＴへの取り組みをまとめました。

　当局では、今後、本モデルを道内各地域・大学に広くＰＲし、道内各地のＭＯＴ人材の育成基盤を

強化してまいります。

平成１９年３月
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第１章　事業概要第１章　事業概要

１－１　対象受講者の設定

１－１－１　育成する人材像

　多様化するマーケットニーズをとらえ、競合他社と差別化した製品を開発するためには、大学の

優れた知的財産（技術シーズ、アイデア）をベースにした製品開発が重要である。

　そこで、製品を核にしたビジネスを成功させるために、高度な商品開発力に加えて、特許戦略、

資金調達、マーケティングなどを総合的に展開・マネージメントできる人材を育成する。

　具体的には、下記のスキルを保有できる人材を想定している。

図表 １－１　技術経営人材に必要なスキル

スキルが必要な場面

社　会

企業内部

スキル

地域社会

市場（顧客）

資源活用

ヒト

モノ（技術）

カネ

マネジメント

地域社会と技術のあり方の理解

マーケティング力

ブランド構築力

人材マネジメント力

技術戦略力

特許戦略力

資金計画構築・資金調達力

経営戦略構築力

ビジネスモデル開発・利益モデル構築力

プロジェクトマネジメント力
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１－１－２　地域との関連

　本事業は、道内各地域の知的財産人材育成の基盤の強化に資することを目的としており、そのた

めには地域特性にあわせて必要な人材を育成する必要がある。

　そこで、本事業のフィールドと設定する北見工業大学の教育目標でもある「自然と調和するテク

ノロジー」を活用できる技術経営者の育成を目指す。すなわち、北見地域の主力産業であり、自然と

の関連が深い「農業」「食品」「建設関連業」などに技術を展開・応用できるような人材の育成を目

指す。

　さらに、北見地域の企業の中心となる中小企業において活躍できるような人材育成を目指す。

１－１－３　対象とする受講者

　育成する人材像を踏まえ、対象とする受講者は下記の通り。特に、北見工業大学の大学院生を対象

受講者の中心と考える。

・ 北見工業大学の大学院生・学部生（特に、卒業後、技術系企業に就職し、ＭＯＴ等のポジ

　ションでの活躍を志望するもの）

・ 北見地域で働く社会人（特に、食品関連、建設関連などでＭＯＴについて学びたいも

　の、技術経営を事業に活かしたいもの）

※なお、北見地域の人材を受講生の中心とするが、オホーツク圏など北見地域外の受講希望者も受

け入れる。

第１章　事業概要第１章　事業概要
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１－２　カリキュラム作成について

１－２－１　カリキュラム作成のポイント

　カリキュラムは、多くの受講生が集まり、かつできる限り全ての講義に出席してもらえるよう下

記の工夫を行った。

＜カリキュラム作成上のポイント＞

・スクール開催のオープニングには、有名講師を招いた公開セミナーを実施することで、

　多くの参加者を募る。

・カリキュラムの冒頭で実施する公開セミナーのパネルディスカッションにおいて、室

　蘭工業大学にて開設されたＭＯＴ講座について紹介し、参加意欲を高める工夫を行う。

【有名講師を活用することによる集客効果】

・ＭＯＴ人材に必要なスキルを網羅的に習得させる（次ページ図参照）。

・知識を現場で実践的に活用することを念頭におき、講師は、企業等の実践の現場での

　経験を有する方を中心に選ぶ。

・講義内容には、理論と実践（ケーススタディ）の両方を含める。

・講義の前後にテストを行い、動機付けなどを高める手法を取る。

【実践に活用できる講義内容】

・北海道及び北見地域の特性（「農業」「食品」「建設」関連の産業分野など）に関わる内容

　を交えながら授業を行う。

・また、中小企業の方でも、実践で活用できる内容とする（ケーススタディや演習の材料

　として、これらの分野を扱う）。

・理系大学院生でも接しやすいように、技術関連をテーマにしたもの（技術評価、特許、

　プロジェクトマネジメント等）、経営関連をテーマとしたもの（マーケティング、資金

　調達等）を織り交ぜて講義する。

【地域、受講者属性に配慮したカリキュラム設計】

第１章　事業概要第１章　事業概要
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１－２－２　カリキュラム構成

　北見工業大学をモデルとしたＭＯＴ講座（ＭＯＴプレスクール）は、以下のように実施した。

図表 １－２　北見工業大学　ＭＯＴプレスクール日程

回 講 日　時 講義名 講　師

上田 惇生 氏
ものつくり大学名誉教授

【基調講演】
万人のための
帝王学を求めて
―堂々たる経営―

１２月１１日（月）

１５：１０～１６：１０

第１講

１
日
目

イノベーション、技術経営者の重要性を説き、マネジメントの父といわれたピーター・Ｆ・ドラッカー。ドラッ

カーの分身とされる「ものつくり大学上田名誉教授」に、技術とマネジメントの役割について講演して頂き、

オープニングで参加者のＭＯＴに対する興味関心、ＭＯＴの重要性への理解度を高めることが狙い。

ねらい

三浦 淳一 氏
北海道ベンチャーキャピタル（株）
取締役　企画室長

土井 尚人 氏
（株）ヒューマン・キャピタル・マネジメント
代表取締役社長

末富 弘 氏
北洋銀行　業務推進部　
新事業支援室室長　

上條 太郎 （コーディネーター）
（株）リベルタス・コンサルティング
上席コンサルタント

【パネルディスカッション】
イノベーションは
「技術」と「経営」の
融合から

１２月１１日（月）

１６：２５～１８：００
第２講

北海道を代表する起業家、インキュベーター、金融のプロ等のＭＯＴの専門家をパネリストとして招き、イ

ノベーションを創出する「技術」と「経営」の融合を実践するためのポイント、ＭＯＴ講座の役割等の議論の

内容を伝えることが狙い。

ねらい

主　催 ： 経済産業省北海道経済産業局、北見工業大学
後　援 ： 北見市、北見商工会議所、北洋銀行、網走信用金庫、遠軽信用金庫、
　　　　北見信用金庫、紋別信用金庫、中小企業基盤整備機構北海道支部

第１章　事業概要第１章　事業概要



6

回 講 日　時 講義名 講　師

土井 尚人 氏
（株）ヒューマン・キャピタル・マネジメント
代表取締役社長

起業・ベンチャー経営１２月１２日（火）

１５：００～１６：００

第３講

２
日
目

北海道の大学発ベンチャー企業数社の社長・役員を兼務し、自らＭＯＴを実践している土井氏を講師に招き、

ビジネスプラン作成方法、資金計画・調達方法等の技術をビジネスに変える方法を身近な事例を交えながら

学ぶ。　※資金計画の話も併せて実施

ねらい

上條 太郎 氏
（株）リベルタス・コンサルティング
上席コンサルタント

人材マネジメント１２月１２日（火）

１６：０５～１７：０５

第４講

ＩＴ技術者の働き方、若年者の能力開発＆採用活動のあり方等、人材採用・育成分野のリサーチ・コンサル

ティング業務に従事する上條氏を講師として招き、技術系企業における人材マネジメントの概要とポイン

ト、さらにコーチング等モチベーションマネジメントについて学ぶ。

ねらい

回 講 日　時 講義名 講　師

安田 耕平 氏
（株）キャンパスクリエイト
代表取締役社長

成功する技術活用

テクニック

１２月１３日（水）

１５：００～１６：５５

第６講

３
日
目

電気通信大学のＴＬＯ（技術移転機関）である�キャンパスクリエイト（全国でも非常に珍しい黒字経営の

ＴＬＯ）の代表取締役社長の安田氏を招き、技術課題を明確にし、技術の特質や進展段階を踏まえた上で、

産学連携による課題解決の方法について学ぶ。

ねらい

加藤 浩一郎 氏
金沢工業大学大学院教授
弁理士

競争力を強化する
知的財産戦略

１２月１３日（水）

１７：０５～１９：００

第７講

大手ＩＴ企業の知的財産部門での勤務経験を持ち、現在は金沢工業大学大学院にて知的財産戦略の講義を

行う加藤氏を招き、企業の競争力を強化するための知財戦略の在り方、知的財産マネジメントのあり方を

学ぶ。

ねらい

土井 尚人 氏
（株）ヒューマン・キャピタル・マネジメント
代表取締役社長

利益を生むビジネス
モデルの理論と実践

１２月１２日（火）

１７：１５～１９：００

第５講

北海道の大学発ベンチャー企業数社の社長・役員を兼務し、自ら技術経営を実践している土井氏を講師に招

き、技術の事業化において、利益をあげるためのビジネスモデル、資金回収の仕組み等理論を学ぶとともに、

ケーススタディから実践を学ぶ。　※マーケティングも併せて実施

ねらい

※図表１－１で示した項目のうち、都合上、本事業では実施できなかった項目も存在する。

第１章　事業概要第１章　事業概要
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第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催

２－１　万人のための帝王学を求めて（基調講演）

２－１－１　ドラッカーの問題意識

　１７７６年、蒸気機関の発明（産業革命）によ

り、人を豊かにするための経済活動が始まった

といえる。だが、結果としては、全ての人が豊か

になることはなく、富める者がますます富むだ

けとなった。何故なら、生産手段は富める者し

か保有できなかったからである。

　そこで、ブルジョア資本主義（経済を中心に

据えて利潤追求を行えば、「神の見えざる手」が社会を望ましい状態にするという資本主義）とマル

クス社会主義（生産手段を資本家の手から奪い利潤追求をなくせば、プロレタリア（生産手段を私

有しない者）は解放されるとする社会主義）の対立が生まれた。だが、結果として、どちらもごく一部

の人の幸せしか生み出さなかった。二つのイズムは戦っているように見えたが、いずれも根本は、倫

理とは関わりのない経済至上主義だった。しかし当時用意されていた脱経済至上主義は全体主義

だけだった。

　ドラッカーは、１９３９年の処女作「経済人の終わり」において、全体主義を否定しつつも経済至上

主義からの脱却を説いた。この経済至上主義の否定がドラッカーの根本の問題意識となっている。

ドラッカーは経済活動はそれ自体が目的ではなく、人の幸せのための手段であるとする。

開催日時 平成18年11月11日　15：10～16：10

講師 ものつくり大学名誉教授
ドラッカー学会代表　上田 惇生 氏

講義内容 ・ドラッカーの問題意識
・ドラッカーの時代認識
・ドラッカーの方法論

・マネジメントの父　ドラッカー
・何をもって憶えられたいか

【講義概要】
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２－１－２　ドラッカーの時代認識

　ドラッカーは、１９６９年「断絶の時代」を発

表し、地形と同じく歴史にも峠があり、今がそ

の峠にある時代だといった。そのときは気がつ

かなくとも、通り過ぎた後ではがらりと景色が

変わる。今我々が越えつつある峠（資本主義

社会からの脱却）は、１９６５年頃から始まり、

２０２５年頃位まで６０年続くと予想する。

　蒸気機関は大量の仕事をできるようにしたが、産業革命で重要な役割を果たしたのは鉄道だった。

鉄道の誕生により、距離が短くなり大きな市場が誕生した。同じように、今日のＩＴ革命でもコン

ピュータが大量のプロセスを処理できるようにしたが、今後重要な役割を果たすのはインターネッ

トである。距離が無くなる。このインターネットに何を乗せるかが問題である。

　今や、客と開発者がいっしょになるという時代である。情報は大事だが誰でも手に入れられるよ

うになった。そのため情報の使い方が大事となった。

２－１－３　ドラッカーの方法論

　「我々はいつの間にか、モダン（近代合理主義）と呼ばれる時代から、名もない新しい時代

へと移行した。我々の行動自体、すでにモダンではなく、ポストモダン（脱近代合理主義）の現

実によって評価されるに至っている。にもかかわらず、我々はこの新しい現実についての理

論、コンセプト、スローガン、知識を持ち合わせていない。」

　「今日我々が口にしているものは、３５０年来の世界観である。だが我々が目にしている

ものは、そうではない。しかも我々が目にしているものには名前さえない。手段もなければ、

道具もない。言葉さえない。」

　ドラッカーはモダンの限界を説いた。しかし、モダンに対するものとしてのポストモダンには言

葉がなく、議論をするとモダンのほうが勝つとも言った。

【上田講師　講演資料より】

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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　理屈と自分の感覚が異なるとき、ドラッカー

はあなたのほうが正しいといってくれる。モダ

ンは必要だがモダンだけでは不足である。

　論理（モダン）と知覚（ポストモダン）の世界

があるとすれば、現実は知覚で見るしかない。

　ドラッカーは、知覚の力が優れている日本を

高く評価した。日本が近代化に成功したのも、

知覚の力によってだという。明治維新は、日本

の西洋化ではなく、西洋の日本化だった。

　ドラッカーは、日本の会社社会は世界のモデルになるとも言う。しかし、そのためにはもう少し柔

らかくならなければならない。

　ドラッカーの方法論は、正統保守主義のものである。それは、理想を求めて、手持ちの道具で、ケー

スバイケースで進むという手法である。ここに答えがあるとはせずに、真実はあっても全部はわか

らないという姿勢である。

２－１－４　マネジメントの父　ドラッカー

　「成果をあげる人とあげない人の差は才能ではない。いくつかの習慣的な姿勢と、基礎的

な方法を身につけているかどうかの問題である。しかし、組織というものが最近の発明であ

るために、人はまだこれらのことに優れるに至っていない。」

【上田講師　講演資料より】

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催

　今日では、組織を通じて財とサービスが生み出される。組織をどう運営するかで、物の豊かさが決

まる。加えて今日では、人は組織を通じて働く。したがって組織をどう運営するかで、働く人の幸せ、

すなわち心の豊かさが決まる。この組織の運営の仕方をマネジメントという。しかし、人と人が組ん

で働くようになって２００年ちょっとである。マネジメントの歴史は浅い。

　マネジメントの役割は、１）本業をのばす、２）人を活かす、３）社会的責任を果たす、の三つである。

　これをブレイクダウンすると、次の七つになる。一つ目は、「マーケティング」であり、理想としては、
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２－１－５　何をもって憶えられたいか

「ドラッカー自己啓発の七つの心得」

1. 神々が見ている　　2. ベストを求める　　3. 集中して研鑽する

4. フィードバック分析を行う　　5. 定期に反省し定期に計画する　　6. 目標管理を行う

7. 何をもって憶えられたいかを考える

　今の時代は、社長が仕事をできるだけでは不足である。万人、つまり社員全員が仕事ができなけれ

ばならない。

　そこで、ドラッカーの自己啓発の七つの心得を紹介したい（上記）。この中で特に重要なものが、

七番目の「何をもって憶えられたいか」である。憶えられたいことを自らの強みとすることができれ

ば理想的である。

【上田講師　講演資料より】

「経営者の七つの心得」

1. 為されるべきことを考える　　2. 会社のためを考える　　3. アクションプランをもつ

4. 意思決定をフォローする　　5. 情報を与え求める　　6. 機会を中心におく

7. 会議の生産性をあげる

【上田講師　講演資料より】

販売活動をしなくても売れる仕組みを構築することである。二つ目は、「イノベーション」すなわち

創造である。イノベーションのための部門は、日常の活動を担当する部門の下に付けるべきでは

ない。（イノベーションの七つのタネについては、土井氏の講義で解説）。三つ目は、「生産性」である。

サービス労働ならば、アウトソーシングが有効な手段である。知的生産ならば、やらなくていいこと

はしない（誰も聞かない会議は開かない、見ない報告書は書かせない）ことが重要である。四つ目は、

「人」、五つ目は「モノ」、六つ目は「金」である。いずれも良質のものを確保することが必要である。七

つ目は「社会的責任」である。「利益」は、目的ではなく、明日更に良い仕事をするための条件と考える

べきである。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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　経営者の心得としては上記があげられる。「為されるべきことを考える」とは、為したいことを考

えるのとは違う。為されるべきことは客観的に定まるものである。「会社のためを考える」とは、社

会の公器としての会社のことを考えることが必要だということである。「アクションプラン」は緻密

でなければならない。しかも状況が変わるたびに変えていくことが必要である。

　ドラッカーの著作にでてくるポストモダン（脱近代合理主義）の時代への対応をまとめると次

の七つになる。

「ポストモダンの七つの作法」

1. 見る、そして聞く（命あるもの）

2. 分かったものを使う（既に起こった未来、予期せぬもの）

3. 基本と原則を補助線として使う（経営の目的、組織構造）

4. 欠けたものを探す（未知なるものの体系化）

5. 自らを陳腐化させる（エントロピーの法則）

6. 仕掛けを作る（成功会議、ベストプラクティス、ネットワーク）

7. モダンの手法を使う（時間管理）

【上田講師　講演資料より】

　「経営の目的」とは、世のため人のためということである。「自らを陳腐化させる」とは、陳腐化させ

られることを防ぐ唯一の方法は、自らが自らを陳腐化させることであるということである。

　利用すべきモダンの手法としては、時間管理がその典型である。時間は、皆が平等に持つ、貸し借

りのできない資源である。記録し、要らないものは捨て、組み立て直すことが必要である。これこそ

まさに、モダンの手法である。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－２　イノベーションは「技術」と「経営」の融合から
（パネルディスカッション）

２－２－１　各パネリストからのプレゼンテーション

（１） 三浦氏：技術の事業化における課題と成功ポイント

　企業、起業家のつまづきやすい点として「戦略が足りない」「時間軸をもった経営戦略が足りない」

ことがあげられる。技術シーズを事業化するときは、研究開発⇒商品化⇒量産化⇒販売といった時

間の流れが考えられるが、つまづく場合は、その時々でいきあたりばったりになりがちである。自分

たちの位置を把握できないことが多い。

　「どんな人がどんな商品を買っていくのか」という発想から商品はつくられるが、技術系の企業

では、「このシーズはどんな商品になるのか？」といった風に、逆になりがちである。そこで、時間軸

を設定して、段階ごとにマイルストーン（プロジェクトの中で工程遅延の許されないような大きな

開催日時 平成18年12月11日　16：25～18：00

講師 北海道ベンチャーキャピタル（株）　取締役　企画室長
　三浦 淳一 氏
（株）ヒューマン・キャピタル・マネジメント　代表取締役社長
　土井 尚人 氏
北洋銀行　業務推進部　新事業支援室室長
　末富 弘 氏
（株）リベルタス・コンサルティング　上席コンサルタント
　上條 太郎 氏（コーディネーター）

講義内容 ・各パネリストからのプレゼンテーション
・知的資産経営について

・技術ベンチャー、既存企業の新事業開発
・ＭＯＴスクールについて

【講義概要】

北海道ベンチャーキャピタル（株）
取締役　企画室長
三浦 淳一 氏

（株）ヒューマン・キャピタル・
マネジメント　代表取締役社長
土井 尚人 氏

北洋銀行
業務推進部　新事業支援室室長
末富 弘 氏

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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節目）を設定していく、アクションプランを立たてるのがいい。

　アクションプランは、一回作ってもその通りに物事が進むことはない。それで「計画を作っても意

味がない」となりがちだが、そうではない。あらかじめ計画して失敗したことなら、それに対して対

処や改善が可能になる。

　死の谷（デスバレー）は、色んな観点で語られるが、ここでは特に開発や企業のスケールアップの

時期に、資金が枯渇する状態を表している。この段階に行くまでに戦略が必要になってくる。投資家

との関係で言えば、この段階の前に、投資家に計画を示し投資を集める必要がある。

　課題（関門）は、技術の関門と市場の関門の２種類がある。二つがあるということを認識するのが

大事で、一つ一つどのように攻略していくかを考えていく必要がある。

　右の図は、弊社でもよく用いる。ビジネスアイ

デアのプラン化やマイルストーンの設定が重要。

大事なのは、この四つの工程を何度もシミュレー

ション、リハーサルすることである。リハーサル

しておけば、本番で何か起きても対処することが

できる。また、ビジネスプランは、色んな人に見て

もらって叩いてもらうのが大事。ひとりよがりに

ならないようにする、意見を交わすことが重要。

（２） 土井氏：技術を活かせる経営者とは？

　事業とは、技術に経営技術（マーケティング、戦略、資金調達等）を融合させることである。北海道

の大学には良い技術がある。これを活かすには、経営技術が必要になる。

　経営者に求められる要素として、「強みを活かす（得意分野を活かす）」、「勝てる土俵を探す」ことが

あげられる。例えば、インテルは、自分の勝てる土俵として、どのメーカーも開発に苦慮していた

CPU（※中央処理装置（Central Processing Unit））の開発を見つけ、そこに特化して勝つことができ

た。また、「売る仕組み」「収益回収エンジン」も重要。ベンチャーであれば数億円稼げばいいのだから、

顧客企業は数社でよい。その際、いかに選択・集中し、顧客や工程を捨てるかが重要となる。

　成功と失敗を分けるポイントとして、経営課題を認識し、その解決策が具体的になっているか？

事業成功に必要な条件を整えているか？　期限が決まっているか？　行動が明確になっているか？

があげられる。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催



15

　そのためには、あるべき姿の明確化と現状の把握が重要になる。課題がわからなければ解決の仕

様がない。また、進めるのは人材であり、引き上げる能力（リーダーシップ）が必要となる。このあた

りを考えるのがＭＯＴの役割だといえる。

　MUST-CAN-WILLモデルが参考になる。３つの領域が合った集中すべき分野を見つけ出すのが、

重要となる。

（３） 末富氏：技術系中小・ベンチャーの金融支援環境

　金融機関は、融資の利ざやで商売をしてい

る。貸出金回収ができないと積み上げてきた利

益は吹っ飛んでしまう。そのため、既存の事業

に対してはお金を安心して出せるが、回収に不

安がある新事業やベンチャー企業にはなかな

かお金を出しにくいという面があった。だが、

銀行においても、地域活性化、新産業創造等の

新しいものにもお金を出していこうという機

運が高まっている。

　そこで、北海道地域クラスターサポート金融会議の活動などが始まっている。また、金融支援以外

の取り組みも増加しており、技術相談の窓口（北海道経済産業局を通じて大学等を紹介）、情報提供、

ビジネスマッチングなどを行っている。

　融資の評価ポイントについては、金融機関は、技術面では素人である。そこで、技術面は技術支援

機関との連携によって評価することが多い。事業性については、公的プロジェクトの採択もポイン

トとなる。特に、研究開発から販売までを視野に入れている経済産業省の「新連携支援制度」には積

極的に対応している。また、経営面の評価については、最終的には経営者自身に対する判断になる。

また、独りよがりにならず第三者の目があるか、知的財産への配慮はどうか、もポイントとなる。

２－２－２　知的資産経営について

【三浦氏】

　知的資産経営については、現在も苦労しており、試行錯誤しながら行っている。知的資産をどう使っ

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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ていくか、どのように技術を世に出していくかをイメージして特許戦略を考えることが重要。「大学

の先生が論文を出すから特許も出さなきゃ」といった流れで行うと、後々苦労することもある。また、

大学と企業などの共同出願が上手くいかないことも多く、どのように特許を世に出していくかのイ

メージのすりあわせが重要となる。

【土井氏】

　イノベーションを技術革新と訳しているが、これは間違いではないか。何故なら、技術革新は成功確率

が最も低く、技術革新だけを目指すと失敗することも多い。重要なのは、事業を革新していくことである。

　大学の先生が突き詰めてきた研究を、外の目

にさらすことで新たな発見が生まれることも

ある。中小企業と大学を合わせることで、ロー

テク企業がハイテク企業に生まれ変わる事例

もある。大学と外部との良い組み合わせが、新

たなイノベーションを創出することもある。

【末富氏】

　大学、大学発ベンチャーが知的財産を急いで作ろう（出願しよう）として詰めが甘くなり、使いづ

らい特許になるケースも多い。この辺は、大学が法人化して、特許を大学が保有するようになり、少

しは変わってきたと思うが。

　知的財産保護の問題がある。経営戦略上の問題として、紛争にどう対応するかが重要である。

　知的財産を担保に融資を行う例が見られるようになってきたが、自行では、なかなかできていな

い。技術評価は、市場から遠い（先端研究）ほど難しい。そのため、技術評価だけで融資を行うのは非

常に難しい。売上等による利益から回収できるかどうかの判断がしにくいからである。そこで、方法

としては、外部機関に技術評価をお願いして、それを根拠に融資するなどの方法がある（全ての案件

で可能なわけではないが）。また、公的技術機関の評価や公的プロジェクトの評価がポイントとなる。

２－２－３　技術ベンチャー、既存企業の新事業開発

【土井氏】

　技術を持っている先生から相談を受けることが良くあり、その際には完成度、特許、競争性などポ

イントはあるが、一番重要なのは「どういった土俵でやっていくか」だと考えている。現在は、産業は、

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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一人勝ちできない。なぜなら、一つの産業は１社で成り立たせることは不可能であり、必然的に他社

と組まないと成り立たないからである。そこで、産業を分解して考え、産業のどの部分が現在弱く、

どの部分が狙い目かを考えることが重要になる。どこに特化すれば勝てるのかを考える必要がある。

例えば、機能性素材というものがあるが、サプリで戦っても競争が激しくなかなか勝てない。一方、

食品業界をみると、差別化をしたいと考えている人も多い。そこで、例えば健康ラーメンというものを

考え今、ヒットさせている。技術と従来産業を組み合わせることで、新しい何かが生まれることもある。

　既存企業については、商品の横展開があるが、超えなければいけない技術的な壁を、大学に相談

することで解決できた例もある。

【末富氏】

　既存企業の技術をベースにした新分野進出につい

ては、大学との連携がある。その際には、目的意識や

期限を設定しないと上手くいかない。また、大学だけ

でなく、道立食品加工センターや道立工業試験場な

ど、公的試験機関も上手く活用するといい。

【三浦氏】

　企業が大学と組む場合は、お互いの目標を示しておくのが重要となる。大学側は、技術の関門しか

見えていないことがあり、企業の側は市場の関門しか見えていないことが多い。コミュニケーショ

ンを取っていくことが重要である。大学発ベンチャーだと身の回りの市場環境などを知らないこと

が得てしてあるが、既存企業と組んでいると周りが見えてくることがある。

２－２－４　ＭＯＴスクールについて

【末富氏】

　平成１８年度より、室蘭工業大学のＭＯＴ講座の講師をしている。大学院１年生２００人のうち、

１００人程度が履修している。興味を持ってもらうことを第一目標に、広い範囲のことを教えてい

る。また、北洋銀行主催でＭＯＴセミナーを平成１８年８月に開催したが、単位を取得できることも

あり約４０名の学生が履修し、熱心にレポートを書いていた。特に、学生からは、道内の経済状況へ

の関心が高く、産業クラスター活動に大きな関心が寄せられた。失敗事例についても、関心を持って

いた。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－３　起業・ベンチャー経営

２－３－１　ベンチャー企業が成功するためには

　起業時に必要な考え方と機能として、①「強

み」を活かす、②「勝てる土俵」に上る、③「売る

仕組み」を作る、④「収益回収エンジン」を持つ、

といったことがあげられる。このうち、①②に

ついては、弱みを克服しても平凡にしかならな

い、強みを市場でどのように活かせるか、戦っ

てきた強みを活かせる土俵はどこかを考える

必要がある。

　次に、起業の成功と失敗を分けるものとして、①経営課題の認識、②成功に必要な条件の整備、③

期限の明確化、④行動の明確化、などがある。特に、③期限の明確化は重要であり、期限が入っていな

いものは計画書とは呼べない。

　では、このうち、①成功に必要な条件として、

次のようなものがあげられる（右図参照）。私は、

ベンチャー１３社の経営に関わっているが、高

い技術の方でも苦労しているケースがあれば、

技術レベルがあまり高くなくても上手くいっ

ているケースもある。これは、経営チームの差

によるものである。ＱＣＤ（Ｑ：品質、Ｃ：コスト、

Ｄ：デリバリー（納期））のバランスについて、

開催日時 平成18年12月12日　15：10～16：00

講師 （株）ヒューマン・キャピタル・マネジメント
　代表取締役社長　土井 尚人 氏

講義内容 ・ベンチャー企業が成功するためには
・ベンチャー企業の技術
・あるべき姿の明確化

・ベンチャーのビジネスモデル
・イノベーションの七つの機会
・資金計画・資金調達

【講義概要】

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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技術系企業はＱに力を注ぎ過ぎてしまうことがある。だが、消費者は待ってくれないので、品質が

劣っても、早くできて（コストの少ない）商品が、市場を席巻できることがある。一方で、品質が上が

りすぎても満足度が上がるとは限らない。例えば、コピー機などで、品質が良くなり過ぎて操作が複

雑になり、その結果、売れなくなったことがある。

　特に北海道の技術系の企業は真面目だし、それに関わってる大学の先生も真面目なので、いい技

術を追求しようということで、技術、技術で品質を上げるということに集中し過ぎるばかりに、なか

なか商品が出来上がらなくて、その間に、首都圏や関西圏の企業がもっと品質の悪いものを先に商

品化してそこで使用されてしまう。その後、もっといいものが出来たという時には、もうすでに売れ

てしまっているので、お客さんがいなかった。安い方がいいということで、もう売れなかった、とい

うこともあるので気をつける必要がある。

２－３－２　ベンチャー企業の技術

　ベンチャー企業の技術の評価ポイントとし

て、次のようなものがある（右図参照）。（１）技

術そのものの価値とは、技術の新規性、独自性

などで評価される。（２）市場価値については、

（１）とは異なる観点である。例えば、水虫の研

究について、技術そのもので優れたものができ

ても、既に薬はあるので市場価値はあまりな

い。一方で、膵臓癌などは、薬が市場にないの

で、あまり効かなくても市場価値はある。

　では、技術戦略を立案する際のポイントだが、これは優位性の構築にあたって、三つのポイントが

ある。一つ目は、優れた資産（特許、技術、ブランドの資産化）である。二つ目は、特徴的な能力（研究開

発力、チーム、生産システム、プロジェクト管理）の保有であり、特にプロジェクトマネジメントは技

術系ベンチャーで抜け落ちがちだが、重要な要素である。三つ目は、戦略的提携（時間を買うメリッ

ト）である。現在の産業は、一人勝ちできない構造となっており、技術面については大学（及び大学発

ベンチャー）に技術を借りに行く会社が増えている。なので、大学発ベンチャーの方も、ＩＰＯ（株式

公開）という戦略だけでなく、戦略的買収（Ｍ＆Ａ）といった手法も取れるようになっている。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－３－３　あるべき姿の明確化

　まず、ベンチャー企業では、次の事項（右図）

について決定する必要がある。特に完成品はど

こで売るのかは、重要である。自分達で売ろうと

すると、マーケティング、販売力が必要となる。

そこで、誰かに売ってもらった方がいい。では、

自分達で、商品のどの段階まで手がけるかの決

定が必要となる。その際には、自社のドメイン

を決める、すなわち事業の入口と出口を決める

ことが重要になる。

　次に、必要なのが、あるべき姿の明確化と現状の把握となる。現状どういったことが出来ているの

かを把握せず、うろうろしてしまう企業も多い。そこで、次のプロセスが有効になる。①まずは、現状

では何があって、今後は何をすべきか「あるべ

き姿を明確化」する。次に、②「あるべき姿」に向

かって何が足りないか、どのくらいのギャップ

があるのか、何をすればいいかを考える。マネ

ジメントとは、この対策を考える人といえる。

例えば、高い技術力があれば、事業化という目

標までギャップが少ないように思える。だが、

技術が高いほど、世にないものであり、その技

術を理解させるまで時間がかかり、市場がないといえる。技術ギャップは少ないが、経営的にはギャッ

プが大きい状態である（技術ギャップだけでなく、市場ギャップを見られなければならない）。この

ように、あるべき姿と現状のギャップが大きい場合、マネジメントにはあるべき姿を下げるといった

ことも求められる。次いで、③どうやって人を動かしていくか。これには、チームを組んでひっぱる

人材、リーダーシップのある人材が必要となる。なお、マネジメントとリーダーシップは、それぞれ

異なる能力なので、一人で持っていない場合は、複数の人で組み合わせる必要がある。最後に④事業

を進めていき定着させるプロセスである。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－３－４　ベンチャーのビジネスモデル

　まず、勝てる土俵を考えてから、計画書（ビジネスプラン）は書くべきである。深く考えずに計画書

から書くと、結局は最後に何らかの変更をしなければならなくなる。

　では、ビジネスモデルを検証するにあたって必要な項目として、まずは『時間の明確化』が重要と

なる。人を多く雇っても、問題がすぐに解決する訳ではないということを念頭におき、仕事の期限を

設定する必要がある。

　次に、『市場価値の判断』が求められる。市場ニーズを把握する時に、「この商品を欲しいか」と聞い

てしまうことがあるが、「単に欲しい」人はたくさんいる。価格という観点を踏まえてニーズを把握

する必要がある。この値段でも、欲しいか、買ってくれるかが重要である。また、何を「売るか」ではな

く何を「買っているか（効用は何か）」も市場価値の判断として、重要な視点である。例えば、テレビは、

単に映像を写す道具なだけではなく、家族団らんの道具である。また、ｉモードを例にとると、最初は

技術的な優位点ばかり宣伝しようとしていたが、最終的には「電話でメールもできちゃう」といった

消費者からの視点（何を買っているか）で訴えることでヒットに結びついている。

　よく、マーケティングの専門家が、こんなのニーズがない、ニーズが少ないということがあるが、

だったら高く買ってもらえればいいのである。確かに、大企業はたくさん買ってたくさん（市場の

８０％など）売らないと成り立たないビジネスモデルだが、ベンチャー・中小企業は市場の１０～

１５％、一部の人に認められれば成立するビジネスである。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－３－５　イノベーションの七つの機会

　初日に、上田先生が触れたイノベーション

の七つの機会について解説をする（右図）。

　①予期せぬことの生起については、予期

せぬ成功に気づく仕組みを作ることが重

要である。例えば、ある建設会社では、会社

名からよく園芸に関する注文の電話が間

違って掛かってきていた。だが、これを何

もせずにお客がくる状態と捉え直し、今で

はガーデニング部門を立ち上げ成功をおさめている。②ギャップの存在については、「不」の

付くところにビジネスはある。不便、不満、不安、それぞれを裏返せば、そこにビジネスチャ

ンスがある。

③ニーズの存在については、何がニーズであるかを明確に捉えることが重要。消費者も気付

いていないニーズがある。「何を売るのか」から「何を買っているのか」という視点に移行す

ることが求められる。

④産業構造の変化は、産業や市場は安定的に見えるが実は脆弱だということ。いくつかの技

術が合体したとき、仕事の仕方が変わるとき、法的な側面が変わるときなどに新たなビジネ

スが発生する余地がある。例えば、道路交通法改正により、飲酒運転への取締りが厳しくな

り、代行運転というビジネスが活性化した。この法律があるのでなかなかビジネスにならな

いというのも、法律が変わったらビジネスになる。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－３－６　資金計画・資金調達

　最後に、資金調達について簡単に解説する。

自社の経営計画にあった資金計画を立てる必

要があるが、支払い能力には長期と短期がある

ことを念頭におくべきである。長期は、毎月支

払いができるか、何年も払えるかといったこと

であり、短期は、今日のお金があるか、日々のお

金があるかということである。ベンチャー企業

については、特にこちらが重要となる。

　また、資金調達について、よく「いくら借りら

れるか」ということが言われるが、重要なのは、

「いくら必要か」である。ベンチャーキャピタル

や銀行に、検討してもらうには、借り手から、い

くら必要かを提示できなければ、資金を借りる

ことはできない。

　金融機関との上手な付き合い方であるが、こ

れについては金融機関の評価の仕方を理解す

る必要がある。企業全体の評価については安全性、個別事業案件については、使い道などが評価され

る。担保については、ベンチャーは一見難しいと思われがちだが、技術系企業ならば、機械が担保に

なる。特に、機械はリセール市場があったら転売できるので、買取保証さえあれば担保となるケース

もある。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－４　人材マネジメント

２－４－１　人材マネジメントとは

　人材マネジメントとは、いわゆる人的資源管理ともいえ

るが、企業の現状、戦略から利益等の企業/組織アウトカム

に導くための、「ヒト」に関わる重要なマネジメントである。

　技術資産を収益まで結びつけていくためには、人材が

重要であるといっても過言ではない。企業が、そのような

人材を確保するためには、技術者が経営学を学ぶ（まさに

ＭＯＴスクール）か、市場をよく理解できるヒトを外から

調達する２つの方法があるといえる。

　人材マネジメントに関する最近の傾向をみると、終身雇用、年功賃金を前提としたモデルから変

化し、個人の能力・意欲を最大限高め、企業業績に結びつけていくための人材マネジメントが重要と

なっている。つまり企業経営と密接な関係にあり、個人が能力を十分発揮できる環境整備が重要と

なっている。

２－４－２　人材マネジメントの課題

　ＭＯＴ（特に技術ベンチャー）において人材調達は大きな課題である。

　経済産業省の人材ニーズ調査結果では、５０人未満企業の充足率は１００％を大きく下回っている。

この要因の一つとして、大企業は人材採用・育成に手間やお金をかけるけど、中小企業、特に５０人未

満の企業となると、とても手間やお金をかけることはできない企業が多い。したがって、人材採用は

開催日時 平成18年12月12日　16：05～17：05

講師 （株）リベルタス・コンサルティング
　上席コンサルタント　上條 太郎 氏

講義内容 ・人材マネジメントとは
・人材マネジメントの課題
・人材確保と定着手法

・モチベーションマネジメント
 （技術者採用の観点から）
・最後に

【講義概要】

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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即戦力を求め、かつ、要求水準が高く、ネームバ

リューの弱さや企業コンセプトのあいまいさが

あることと併せて、思うような採用ができない。

　ちなみに大企業は、即戦力志向が一時強く

なったが、最近の求人ニーズの増加から、第二

新卒等若手のポテンシャル採用を実施し、着実

に採用を進めている企業が多い。この背景は、

やはり社内育成制度の有無が影響しているといえる。

２－４－３　人材確保と定着手法

　このような状況を踏まえ、どのように

すれば企業戦略に合致する人材を確保

できるかが重要となる。

　まず、新商品の開発や販売までのプロ

セスや事業拡大に伴い、自社で不足する

人材が必要になった段階で、できるだけ

具体的にどんな人材が必要なのか、どんな立場でどんな業務を行ってほしいのか、そのためにはど

のような経験、スキル、知識が必要なのか、明確にしなければならない。

　その上で、どこから調達するのか、外

部からか、社内人材を活用するのか、外

部の派遣や業務委託を活用するのかを

検討する。そして能力開発、定着を考え

る。

　求める人材像を明確化する方法につ

いては、一例として、二つの軸を用いた

マトリックスで整理したフレームを用

いて明確化する方法をあげる。ｙ軸は、

組織成果の最大化と個人成果の最大化、ｘ軸は創造と運営の軸である。例えば、成長・拡大期にある

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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企業であれば「Ａ．儲かる仕組みを作る人」が必

要だが、安定期にある企業では既存の仕組みを

効果的に運用・マネジメントできる「Ｃ．儲かる

仕組みを運用し価値を生み出す人」が必要に

なる。

　企業の発展段階に応じて、経営上必要とする

人をこのような大きな観点から捉えるととも

に、具体的に担当してほしい業務内容を明確に

し、その業務を遂行できる人材に必要な能力要件を整理する。

　また自社内にどのようなスキル・ノウハウを有するスタッフがいて、どのようなスタッフが不足

しているかを検討し、どのようなスキル・ノウハウや経験をどの程度有する人材が必要なのかとい

う観点から人材ポートフォリオをつくることも一つの方法である。（例えば、化粧品企業を例にあげ

ると、Ａ，Ｂの人材が必要で、Ｂの人材は社内にいるから、Ａの人材が必要である。では化粧品メーカー

の経営企画経験のある人材を募集しよう、など）

　次に調達方法については、①求人ニーズの内容とボリュームを把握し、②人件費計画、仕事内容を

踏まえた適切な調達方法を選定する、の流れとなる。社内人材で活用できるか、育成すれば良いか、

外部機関に委託するか、正社員や派遣社員などを新規に採用するか等の様々な選択肢があることを

踏まえ、より実現可能な最適な方法を検討することが重要である。

　また、先ほどの儲かる仕組みをつくれる人は、人材市場には数多く存在しないので、ＭＯＴ出身者、

業界経験者などハードルを下げて人材紹介会

社を利用するなど、募集人材と市場での存在ボ

リュームなども考慮しながら、調達方法を検討

する必要がある。

　募集媒体は、就職・転職情報誌、就職・転職情

報サイト、新聞（一般紙、専門紙）、自社ＨＰ等で

募集、人材紹介会社からなど多様な調達方法が

ある。さらに、複数の採用手段を活用するだけ

でなく、独自のネットワークによる調達方法を

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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持つことが有効といえる。

　募集では、就業者の働く意識を把握しておくことが重要である。現在の勤務先選択理由として「通

勤に便利な勤務地である」、「自分がやりたい仕事ができる」の回答割合が高くなっている。例えば、

若年者を調達する場合には、立地や雇用安定、賃金などの項目と並び、仕事の内容や職場の雰囲気が

重要視されている傾向にあるので、賃金等給与・処遇の説明に加え、仕事の内容に関する強みの部分

を中心にその内容を詳細かつ具体的に説明するとともに、活気のある職場をアピールできれば、調

達可能性は高まる。

　さらに個々の人材の能力・適正、事業形態等踏まえ、適した能力開発手法を実行する。また社内の

仕組み・体制が不十分でも、ＯＪＴによる能力開発の考えを体系化しておくことも重要である。

　そして、採用後の定着の仕組みをつくることが不可欠である。定着のためには、採用時には経営理

念や自社の優位性などアピールポイントを明確に示し、社内に浸透させることが重要といえる。共

通目標や意識を持つことで、目に見えない一体感を創出することができ、生産性向上効果も生まれ

る。またモチベーション向上努力は、中小企業においても、手間とお金をかけなくとも十分に効果を

生み出すことができるので、真剣に考えてみることが重要である。

２－４－４　モチベーションマネジメント（技術者採用の観点から）

　モチベーションマネジメントは、社員のモチ

ベーション向上のみならず、人材採用において

も重要なものである。

　モチベーションの源には、給与や、身分など

の衛生要因と達成や仕事など動機づけ要因の

２つがある。技術系ベンチャー企業の採用にお

いて重要なのは、技術者の考える企業の魅力要因を知ることである。技術者の多様な「動機」「欲求」

のパターンを理解し、その上で行動を促進するコミュニケーションがとれることが重要である。

　ただし、技術者といっても百人百様、千差万別であり、一人一人の「動機」「欲求」を理解し、コミュ

ニケーションを図ることは、メディア利用での採用においては実践的ではない。そこで、働く意識に

応じていくつかのタイプを設定することが重要である。

　その考え方の例として、就業者が求める働き方や就業者の性格等からいくつかのタイプに分類し、
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２－４－５　最後に

　人材マネジメントに真剣に取り組むこ

とは、自社のポジションや取るべき戦略

を明確にすることにもなる。技術系ベン

チャー企業における人材確保のポイント

を整理すると、「必要人材の質と量の適正

水準を明確にすること」「人材像を明確に

すること」「一つの募集手段に頼らず複数

かつ独自の採用ネットワークを活用すること」「能力開発体制を強化すること」が重要である。特に

必要とする人材の質と量を明確化するための検討を真剣に行うことが重要といえる。

　さらにモチベーション向上のための手法を学ぶことは、求職者との円滑なコミュニケーションに

より調達可能性を高めるとともに、限られた人的資源で生産性の高い仕事をすることにつながる。

特に、創業期の企業では、社員のやる気が重要である。

それぞれのタイプごとに「行動特性」、「欲求」等

を踏まえ、アプローチ方法等コミュニケーショ

ンの仕方を整理したものがある。例えば、「人指

向－仕事指向」の軸と、「ペースが早い－遅い」

の軸で、①意思決定の早いタイプ、②社交的な

タイプ、③安定を求めるタイプ、④慎重・分析的

なタイプ、の４つのタイプを設定し、それぞれ

のタイプでモチベーションを高めるコミュニ

ケーション方法を示すＤＩＳＣ理論がある。①意思決定の早いタイプには「目標提示と具体的なイ

ンセンティブ」、②社交的なタイプには「活躍を期待し、注目していること」、③安定を求めるタイプ

には「段階的に評価しチャレンジさせる、④慎重・分析的なタイプには「プロジェクト全体での位置

づけと重要性を説明」という観点からコミュニケーションを図ることが有効だといえる。

「職場のコーチング術」 佐藤英郎 著

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－５　利益を生むビジネスモデルの理論と実践

２－５－１　事業ドメインの明確化

　戦略とは、戦を略することであり、強い相手

といかに戦わないか、いかに戦わずに勝つかを

考えることである。そのためには、「自分を知る」

「相手を知る」「行動まで考える」ことが必要と

なる。

　そこで、まずは事業ドメインを明確にする必

要がある。自社が行う事業領域は、どの範囲か、

絞り込みを求められる。では、中小・ベンチャー

企業はどう絞り込むか。ポイントは、「どう捨てるか」にある。優先順位だけでなく、劣後順位が重要

となってくる。

　そのため、自分達がやらないことをやってもらうために、アライアンスは有効といえる。「弱いも

のばかり集まっても強いものに勝てるのか」ということを考えて、勝てるアライアンスを組む必要

がある。

開催日時 平成18年12月12日　17：15～19：00

講師 （株）ヒューマン・キャピタル・マネジメント
　代表取締役社長　土井 尚人 氏

講義内容 ・事業ドメインの明確化
・事業環境理解の方法
・競争の基本戦略
・ブルーオーシャン

・顧客・パートナーとの関係
・２３の利益モデル
・ビジョンと組織戦略

【講義概要】
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２－５－２　事業環境理解の方法

（１）ＳＷＯＴ分析

　事業環境理解の方法としてＳＷＯＴ分析がある。

　ＳＷＯＴ分析はより自社に近いことについて記載していき、強みをしっかりと認識し、それが自

社の事業にどのように役立つかという観点で、より現場を理解して作成しなければならない。この

ように、ＳＷＯＴ分析では、いかに細かいところまで強みを見ていくかが重要。

（２）テクノロジー・インフラ・チャート

　技術系企業については、テクノロジー・イ

ンフラ・チャートが有効である。「市場・顧客」

「技術・アイデア」「インフラ」の３つについて、

それぞれ保有状況を確認する。

　技術系のビジネスモデルでは、特にインフ

ラ（通信、技術、法律など）が抜け落ちること

がある。例えば、あるＴＶゲームメーカーで

は、かつて格闘技のネットワークゲームを市場に投入したが、現在ほど通信インフラが整備されて

いない状態であったため、失敗してしまったということがある。この状態を「砂上の楼閣」といい、官

により解決される領域である。

　また、「市場・顧客」が抜け落ちているテクノロジーハッピー・ビジネスアンハッピーの領域では、

マーケティングにより解決できる。「技術・アイデア」が抜け落ちている小さな勝利は、主に中小企業

で課題となることが多いが、大学等と組むことにより解決されることもある。

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－５－３　競争の基本戦略

　次に、戦略の立案について考える。その際に

参考になるのが、マイケル・Ｅ・ポーターの「３つ

の競争基本戦略」である。戦略は、「コストの

リーダーシップ」「差別化」「集中化」のいずれか

でなければならない。

　コストのリーダーシップは、大企業モデルで

あり、商品が同じならコストを安くして実施す

る方法である。

　「差別化」については、特許などで他社との差別化をはかるビジネスモデルである。ただし、差別化

は、コストのリーダーシップに戦いを挑まれることもあり、弁理士、大企業と組むなど対抗策を考え

ておく必要がある。ただし、限界もある。そこで、他社には、マネができないもの、例えば地域、人（先

生、社長）などで差別化を図る方法もある。また、大企業ではマネのできない構造を考えるのも重要

である。

　ある商品が改良されれば関連する他の商品が売れなくなる場合、大企業は様々な商品を扱ってい

るためにマネができない場合がある。大企業はマネをすると自分の首を絞める場合はマネを避ける

ので、中小企業では、大企業（総合サービス）にマネできない、単品でのサービスを考えることも手で

ある。

　「集中化」は、捨てるモデルである。例えば、数年前、損害保険の新規参入として、チューリッヒ損保

やソニー損保が誕生した。これらの損保は、自動車保険で、事業全体のたった２％のシェアしかない

５千ｋｍ以内の走行、ゴールド免許という層のみを対象としたサービスを展開した。２％のみだが、

市場は大きいので新規企業は２％で生き残れる。中小・ベンチャー企業は大きな市場の小さなシェ

アでいい。

　中小・ベンチャー企業の戦略（「差別化」「集中化」）では、どうやって「コストのリーダーシップ」に

対抗するのかを考えることが重要となる。弱いところは大企業ができないことをやる。例えば、大企

業は、「健康、ファミリー、さわやかな」といったイメージでないとダメだが、中小企業は違うイメー

ジで攻めてもいい。
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２－５－４　ブルーオーシャン

　激しい競争市場（血みどろの市場：レッ

ドオーシャン）ではなく、競争相手のい

ない未知の市場で競争自体を無意味に

するブルーオーシャンという戦略がある。

　この戦略の成功事例として、サウスウエスト航空があげられる。サウスウエスト航空は、他の大手

航空会社と異なり、ハブ空港を捨てた。一方で、本数を増やして待ち時間なしという形をとった。座席

を自由席（テロが起きるまで）とし、バスのように乗れるようにし、価格競争力をつける。さらに、サー

ビスについても、スチュワーデスに自由なサービス権限を与えた。このようにして、成功を収めた。

　ブルーオーシャンに進むには、①新しい市場

を創る（技術革新、新しい価値観、新しい消費行

動）方法と、②市場の境界を引きなおす方法が

ある。

　このうち、市場の境界の引きなおしとして、

右図のような６つのパスがある。このうち、①

代替産業に学ぶについては、「お客さんにとっ

て欲しい消費行動をとっている産業」に学ぶことが重要である。

２－５－５　顧客・パートナーとの関係

（１）ファイブフォース

　マイケル・Ｅ・ポーターが提唱した外的環境（業界構造）を分析する際に使われるフレームワーク

としてファイブ・フォースがある。「新規参入者」「競合企業」「代替品」「顧客」「供給業者」の５つの視

点で検討する。

　このフレームで重要なのは、それぞれの交渉力を見て、弱いところと交渉するということである。

ドラッカーの言葉を借りれば、「上手い売り方をしても、下手な買い方をフォローはできない」とい

うことである。

　また、プライシングも重要である。プライシングを失敗すると、事業そのものが失敗してしまう。

だが、新技術に価格はない。そのため、販路、交渉については必ずその分野のプロに聞いた上で行動

航空会社の例
価格 ハブ空港 本数 ラウンジ クラス

レッド

ブルー

サービス
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２－５－６　２３の利益モデル

　エイドリアン・スライウォツキー『ザ・プロ

フィット～利益はどのようにして生まれるの

か』（ダイヤモンド社）の２３の利益モデルを

ベースとした講義も行われた。

２－５－７　ビジョンと組織戦略

　ビジョンを実現するために、財務、業務プロセス、人、顧客の四つに目を配る必要がある。これは、

それぞれ、利益つくり、仕組みつくり、人つくり、顧客つくり、と考えることができる。この四つの戦

略を考えるのが経営といえる。

するのが良い。

（２）３Ｃ

　３Ｃとは、一般的に、Ｃｏｍｐａｎｙ：会社、

Ｃｏｍｐｅｔｉｔｏｒ：競争相手、Ｃｕｓｔｏｍｅｒ：顧

客の三つを指す。これだけだと、当たり前だが、

ここで重要なのは、Ｃｕｓｔｏｍｅｒの裏にも、

ＣｏｍｐｅｔｉｔｏｒとＣｕｓｔｏｍｅｒがいることを

認識することである。Ｃｕｓｔｏｍｅｒとの交渉の

際に重要なのは、顧客と一緒にどうやって顧客

の顧客に売っていくか、ということを提案できるかである。これができるかどうかで、Ｃｕｓｔｏｍｅｒ

にとって自分達が単なる業者となるか、それともパートナーとなるか、が決まる。
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２－６　成功する技術活用テクニック

２－６－１　承認・認定ＴＬＯ

　ＴＬＯ（技術移転機関）とは、大学等の研究機

関と企業の間に位置し、これらの、言わば仲人

役として活動している（右下図参照）。つまり大

学の研究成果（発明等の特許も含め）を企業側

にライセンシングし、そのライセンス実施料収

入を得て、その収入を大学等の研究機関に配分・

フィードバックする。それがまた新しい研究の

糧となる。また、図にもあるように、国や地方自

治体から、ＴＬＯや大学等に対して人材の援助や研究資金の助成があり、ＴＬＯはそのように援助・

助成の管理法人としても活動している。

　現在、承認ＴＬＯは全国で４２機関ある。北

海道にも「北海道ＴＬＯ」という機関がある。旧

国立大学を中心としているＴＬＯは、大学の外

部組織（有限会社や株式会社、または財団法人）

として活動を行っている場合が多く、また私立

大学では学内組織として活動を行っている場

合が多い。

開催日時 平成18年12月13日　15：00～16：55

講師 （株）キャンパスクリエイト
　代表取締役社長　安田 耕平 氏

講義内容 ・承認・認定ＴＬＯ
・キャンパスクリエイトについて
・産学連携による技術活用
・産学連携の中から生まれる
 新事業・イノベーション創出

・問題把握シートで課題を把握する
・技術シーズの発掘の仕方
・産学連携による事業化事例

【講義概要】
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２－６－２　キャンパスクリエイトについて

　「株式会社キャンパスクリエイト」は、これまでの第１～７期において常に黒字経営を達成してお

り、第４期からは継続して株主配当も出している。キャンパスクリエイトは電気通信大学にある、承

認・認定ＴＬＯである。ＴＬＯ法ができた翌年の１９９９年９月に電気通信大学の教員と同窓生が

出資して設立された。設立から約７年が経ち、技術移転機関として特許やライセンスだけではなく、

それに纏わる様々な事業も行うようになった。また、国内に支店が３つある他、中国・香港・タイに関

連会社を持つなど、活動の幅を海外にも広げている。

　事業内容は右図の通りであり、「技術移転マ

ネジメント事業」がＴＬＯとしてメインの仕事

である。他のＴＬＯの殆どはこの範囲（技術移

転マネジメント事業）でしか事業を行っていな

い。しかし、“技術移転”というものは、それだけ

で市場ニーズに応えられるものではないと感

じている。キャンパスクリエイトでは「技術移

転マネジメント事業」の他、「ソリューション事

業」も行うことにより、市場ニーズに応え得る体制を用意している。

　一般的な会社であれば普通のことではあるが、キャンパスクリエイトは日本のＴＬＯとしては初

めてＩＳＯを取得した。“技術移転機関”とはいえ、会社組織であるので、何よりも“お客様”ということ

を意識して活動を行っている。キャンパスクリエイトにとっては企業だけでなく、大学等の研究者

もお客様である。お客様満足度を向上させるため、また社員教育を徹底させるため、ＩＳＯ９００１※１

を取得した。

※１ ＩＳＯ９００１とは製品の品質保証と、顧客満足及び改善を含む組織の管理まで踏み込んだ品質マネジメ
　　　ントシステムの要求事項を規定した国際規格
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２－６－３　産学連携による技術活用

　日本では共同研究等における「研究費」というお金の決め方さえも明確ではない。例えば、米国の

スタンフォード大学に共同研究をもちかければ、きちんと原価計算（人件費・設備費等）が出てくる。

そこで、普通の会社で行われる様な金額の提示が行われる。そこではきちんとネゴシエーションも

行われると聞く。しかし、日本では共同研究でネゴシエーションなど聞いた事がない。先生自身が幾

ら貰えば良いのか分かっていない。そのような状況なので企業も大学へ幾ら払えばよいのか分から

ないのである。

　米国での大学の法人化は、かなり前から行わ

れている。ＴＬＯは、その殆どが学内組織であり

“共同研究”“特許のライセンス化”“ベンチャー

企業の設立”の３本柱で活動を行っている（右

図参照）。また、日本と米国では大学の教員の置

かれている状況が大きく異なる。米国の教員に

は、給与１２ヶ月分の内、９ヶ月分しか保障さ

れていない。つまり、残りの３ヶ月分は自分で稼いでこなければならないのである。その上、修士の

学生を自分の研究室に入れようとすると、一人当たり約５万ドルの援助金を捻出しなければならな

い。米国にはそのような状況があるので、共同研究に対する意気込みが違う。日本国内の一流企業と

呼ばれているところは、海外の大学に共同研究を持ちかけているのが現状である。

２－６－４　産学連携の中から生まれる新事業・イノベーション創出

　企業発の特許というのは、特許戦略を基に、“

核となる特許”と“周辺特許”を合わせて強い特

許となっている（右図参照）。つまり、商売のネ

タにしようという前提がある。

　一方で大学発の特許というのは、企業発特許

のように商売を前提としていない。結果として、

周辺特許をとっておらず、“核となる特許”のみ

となる。これだけでライセンス収入を得るのは
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２－６－５　問題把握シートで課題を把握する

　企業が抱えている課題というのはなかなか出てこな

い。それは、「企業が抱えている課題」というのは、「企業

秘密」に直結する場合が多いからである。それを如何に

して聞きだしていくかが重要である。キャンパスクリエ

イトでは、右の様な「問題把握シート」を用いて、企業が

抱えている課題を引き出すために活用している。

　企業の方でも専門家や研究者に相談したいとは思っ

ているが、その“相談の仕方”が分からないようである。

至難の業である。つまり、企業に周辺特許をとられてしまうのである。これでは“核となる特許”はが

んじがらめにされてしまい、使い道がなくなる。大学は特許を保有していてもあまり意味がない。弁

理士に頼めば２０～３０万円かかるし、審査請求で約１０万円かかる。特許は売れなければ意味が

なく、負の資産が溜まっていくだけである。現に米国の大学では機械やエレクトロニクス関連の特

許申請は非常に少ない。申請するのはそれを商品化する企業が見つかった時に限られる。そうしな

ければ特許維持費で困窮してしまうのは目に見えているからである。

　企業は、産学連携を上手く利用して、最終的

にはイノベーションを創出したい。そこへ行く

には、大学の研究者と一緒に継続した共同研究

を行い、技術力の向上や人材育成を目指すべき

である（右図参照）。その先に新技術の創造があ

り、イノベーション創出がある。

　また、共同研究を進めていくうちに、研究者

が「こういうことをしたい」と、当初の目的とず

れてきてしまう事がある。また企業の意向が強くなり過ぎてしまうこともある。こういった一方通

行を避けるため、キャンパスクリエイトでは、共同研究において月に一度位の頻度でミーティングを

行っている。共同研究は１年間かけて行うことが多いのだが、研究の中間発表や最終的な発表に関し

ては、月に一度のミーティングで管理をしている。当初の目的とずれてきてしまう事が多いからだ。
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２－６－６　技術シーズの発掘の仕方

　キャンパスクリエイトでは大学側の研究

シーズを企業に売り歩くということは少ない。

企業からの相談事項を集め、それに見合った

シーズを探す形をとっている。企業からの相談

事項は色々な機会に集めている。異業種交流会

やマッチングイベント、講演会などがそれであ

る（右図参照）。また、電気通信大学の場合は、共

同研究センターとキャンパスクリエイトで企

業からの問合せ情報等を共有している。他の大学ではそのような例は少ないかもしれない。

また「こんなことを専門家に相談しては失礼かも」という躊躇もある様だ。

２－６－７　産学連携による事業化事例

　（株）ＹＫＣは元々はプリント基板メーカー

であった。「請負だけでは今後厳しいので、自社

の技術を活かして新たな市場を開拓したい」と

いう相談を受けた。私のアドバイスのもと、

ＹＫＣは１人の技術者を雇い、その技術者を中

心にして、大学との共同研究を行った。約１年

半後に助成金の獲得に成功し、新たな技術の

開発に成功し、現在では商品化に漕ぎ着けてい

る。約３年半かかったプロジェクトであったが経営者と研究者の熱意で成功に漕ぎ着けた好事例で

ある。
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２－７　競争力を強化する知的財産戦略

２－７－１　はじめに

　特許を取得しさえすれば儲かるのか？ 特許

の取得費と特許料を合わせると約９０万円かか

る。１０件取得すると約９００万円であり、単に

特許を取得してもコストがかかるだけである。

ところが、日本の現状をみていくと、単に特許

を取得して持っているだけというケースが多

い。企業の特許部がコストセンターと呼ばれて

久しいのもこういった現状があるからである。

　従って、単に特許を取得するのではなく、戦略的な意識を持って出願と権利化、技術の活用を行っ

ていくべきである。つまり、“企業の属する業界・技術分野の状況”を背景として、まず“企業の経営戦

略・技術戦略”があり、それに基づいて“企業経営における知的財産の位置づけ”を決定し、“企業の知

的財産戦略（特許戦略）”は立案されるべき。またこれらは別個に考えていくものではなく、全てをリ

ンクさせて考えるべきものである。

開催日時 平成18年12月13日　17：05～19：00

講師 金沢工業大学　大学院　
　教授　加藤 浩一郎 氏

講義内容 ・はじめに
・特許の取得手続きについて
・独占戦略（特許活用戦略①）
・ライセンス（実施権）戦略
 （特許活用戦略②）

・特許出願しない戦略→ノウハウ戦略
 （特許活用戦略③）
・自社技術レベルの把握
・発明の内容・性質に応じた戦略立案
・終わりに

【講義概要】

２－７－２　特許の取得手続きについて

　特許戦略について説明していく前に「特許の取得手続き」について簡単に説明する必要がある

（次ページ右図参照）。
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　特許取得のためには、一定の書面を作成し

て特許庁に提出・出願する。提出・出願した１年

６ヶ月後に出願内容が公開され、また出願日か

ら３年以内に審査請求を行う必要がある。これ

を行わない場合は出願を取り下げたものとみ

なされてしまう。この後、実体審査ということ

で特許庁の審査員が審査を行い、更に特許査

定、特許料納付を経て特許権が発生する。特許

取得までのおおまかな流れは以上の様になっている。

２－７－３　独占戦略（特許活用戦略①）

　いわゆる特許戦略という言葉はこの“特許活

用戦略”を指すことが多い。これは取得した特

許をどのように活用していくかという考え方

である。代表的なものとして、「①独占戦略」

「②ライセンス戦略」「③特許化しない戦略→

ノウハウ戦略」の３つがある。

　まず、①独占戦略である（右図参照）。これは

特許権の基本的機能（「特許権者は、業として特

許発明の実施する権利を占有する」特許法６８条）であり、市場の独占、価格の自由決定が行える。こ

の独占戦略が成功すると、非常に大きな利益が期待できる。また、特許権の行使については独占禁止

法の例外と認められている。

　その一方で独占戦略はリスクも大きい。他社からの攻撃（特許無効審判等）が考えられるし、常に市場

を監視し、類似品についての交渉や訴訟に備える必要もある。また、特許を取得してしまえば自社製品

を守れるかといえばそうではない。例えばこのマイクに特殊な仕掛けがしており、その仕掛けについて

特許を取得している場合でも、このマイクの他の一部分について他社が特許を取得している可能性は

ある。そういった場合は特許侵害で訴えられるリスクはある。ちなみに、他社の権利化防止のみを目指

すのであれば、わざわざ出願をしなくても良くて、インターネット等に発明の内容を流してしまえば良

第２章　スクールの開催第２章　スクールの開催
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２－７－４　ライセンス（実施権）戦略（特許活用戦略②）

　ライセンス（実施権）といっても２種類ある（右

図参照）。それは通常実施権と専用実施権である。

　通常実施権とは、独占性のない債権的な権利、

つまり（特許を受けた発明を）実施しても良い

という権利である。原則として独占性はないが、

契約によって「あなたとしかこの契約は結びま

せん」とすることもできる。

　専用実施権とは、（特許法によって）独占排他的な効力を与えられている権利である。従って、こ

の専用実施権を設定してしまうと、特許権者自身は手も足も出せなくなってしまうので注意が必要。

ライセンスを受ける側にとっては、とてもありがたい権利である。

　またライセンスは契約であるので、色々な制限を付してもよい。部分ライセンスやクロスライセ

ンスということが可能。クロスライセンスとは、相互に実施を可能にする契約のことである。ちなみ

に、大学や研究所がクロスライセンスを取得してもあまり意味はない。研究行為は特許権行使の対

象外となっているので、研究行為にはなんら支障はない。

２－７－５　特許出願しない戦略→ノウハウ戦略（特許活用戦略③）

　ノウハウとはトレードシークレット（営業秘密）の意味。トレードシークレットの定義は「生産

方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術

上又は営業上の情報」であり、営業関係の情報

とは限らない。最近の例で言えば、シャープの

亀山工場であり、製造ラインがノウハウ化され

注目を集めた。

　トレードシークレットは不正競争防止法に

よって保護されうるが、その要件が規定されて

いる（右図参照）。この場合でも、他社が特許化

い。一般に公開されている技術等については何人たりとも特許を取得することはできないからである。
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２－７－６　自社技術レベルの把握

　知的財産戦略を立案するために、まずは自社

技術がどのレベルに位置しているかを把握す

ることが大事。その方法としてはいくつかある

（右図参照）。まずは他社の出願状況を特許電子

図書館のデータベースを利用して調べること。

この出願状況は約１年６ヶ月前の情報と少々

古いが、必ず行っておくべきである。また学会

誌・学会発表等で調べる手段もある。これは比

較的最近の情報なので有用である。

　以上の様な方法で自社の立っている位置を把握すべきであり、そうでなければ戦略の選びようが

ない。特許を取得したら何でもかんでも独占戦略を行えばよいというものではない。

２－７－７　発明の内容・性質に応じた戦略立案

　業界によってとるべき戦略は異なる。電気や機械製品というのは一製品につき多数の特許が使わ

れている。それは数百に及ぶ場合もあるので一つの特許の価値は相対的に低くなる。そういったこ

とがあるので、電気・機械に関する特許は束として管理（ポートフォリオ管理）する必要がある。それ

に対して薬品の場合は基本的に一製品につき一つの特許なので、特許の価値は非常に高くなる。極

端な場合は一つの特許で何千億円を稼ぐ場合もある。

２－７－８　終わりに

　特許はただ取得すれば良いというものではなく、何のために取得するのかをよく考えなければい

けない。ある会社の知財部長は「ライセンスできない特許は取得しても意味がない」とまで言ってい

る。それは極端な考え方だとしても、しっかりと目的を持つことは重要だ。戦略の中身・技術内容を

把握し、多様な戦略を適切に選択していくことによって企業の競争力は向上していく。

してしまう場合もある。特許侵害として訴えられても、トレードシークレットを守りきれるもので

はない。他社が特許化した場合に備え、先使用権を主張できるよう準備しておくべき。ただ、先使用

権の成立要件はかなり厳しい。裁判で主張しても認められない可能性も大いにある。
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第３章　基礎モデルの検討第３章　基礎モデルの検討

３－１　受講生の人材像

３－１－１　対象となる受講生

　大学での開催にもかかわらず、企業からの参加者が多かった。特に、２日目以降の講義では、企業

からの参加者が多くなっている。また、講義に参加した企業、支援機関等の参加動機としては「現在、

仕事などで必要としているから」が多くなっている。

　本事業では「北見工業大学の大学院生・学部生（特に、卒業後、技術系企業に就職し、ＭＯＴ等のポ

ジションでの活躍を志望するもの）」を主な受講生と想定していたが、本スクールへの参加者層及び

参加動機を踏まえると、「地域の技術系中小企業」「地域の支援機関」も、メインの受講生として想定

に入れる必要があるといえる。

◇工業系の大学院生、学部生（特に、卒業後、技術系企業に就職し、ＭＯＴ等のポジ

　ションでの活躍を志望するもの）

◇地域の技術系中小企業（特に、技術経営を事業に活かしたいもの）

◇地域の支援機関（特に、技術系の企業を支援する立場にあるもの）

　受講者の参加属性、参加意識から、今後、地域の大学等においてＭＯＴプログラムを開催する上で

の受講生の人材像について検討した。

図表 ３－１　北見ＭＯＴプレスクール参加者内訳

0 10 20 30 40 50 60 70 80

セミナー 28 28 14

講議

大学

9 22 8

企業 支援機関

図表 ３－２　各地域のＭＯＴプログラムの対象となる受講生

（単位：人）
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３－１－２　ターゲットとすべき受講生のレベル

　今回のプレスクールへの参加動機をみると、セミナー、講義共に「ＭＯＴに興味があった」が最も

高くなっている。

　また、本スクールに参加する前、ＭＯＴについてどの程度知っていたかについては、７割近くが

ＭＯＴの内容について知らない（全く知らなかった４０％、名前だけ知っていた２５％）方であり、

良く知っている人は少なかった。

　これらより、今後、地域の大学等においてＭＯＴプログラムを開催する上では、受講生は、ＭＯＴ

については初心者で、ＭＯＴの基礎的な技術・知識をつけると共に、ＭＯＴへの興味関心を高める

ような工夫が求められるといえる。

図表 ３－３　参加動機

図表 ３－４　ＭＯＴに関する事前知識

【１】本セミナーに参加した理由（単位：人）

ＭＯＴに興味があった

0 5 10 15 20 25

講演者に興味があった

先生・知人に紹介されて

現在必要としているから

就職に役立ちそうだから

その他

【２】本スクールに参加した理由（単位：人）

ＭＯＴについて
詳しく知りたいから

0 2 4 6 8 10 12

現在、仕事などで
必要としているから

先生・知人等に
紹介されたから

就職に役立ちそうだから

講師に興味があった

その他

ＭＯＴについてどの程度知っていたか（単位：％）

内容も含めて
ある程度
知っていた。

35%

名前だけ
知っていた。

25%

全く
知らなかった。

40%
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３－２　モデルカリキュラムの作成

　前項で設定した受講生像を踏まえ、今後、地域の大学等において参考となるようなＭＯＴプログ

ラムのモデルカリキュラムについて検討する。

　今回のスクールの受講者から今回の講義科目の他に必要な講義科目・内容、各講義のもっと詳し

く説明が必要と思われる内容等、以下の科目が必要だとの意見が挙げられた。

　なお、本スクールでは、講義の前にオープニングセミナーを実施したが、オープニングではＭＯＴ

について興味・関心・意欲を高める効果がみられた。可能であれば、ＭＯＴ講座の前にセミナー等を

行うことも望ましい。

図表 ３－５　追加すべき項目

図表 ３－６　セミナーは参考になったか、および主な感想

追加科目 追加理由

ＭＯＴの役割

・ＭＯＴ人材の創出を図るためには、ＭＯＴのエッセンス、ＭＯＴの目指
　すもの、ＭＯＴの果たす役割を講義して、ＭＯＴの重要性を大学・地域
　に理解していただくことが最重要。
・ＭＯＴの全体像を掴ませる講義が欲しかった。

組織 ・人材マネジメントだけではなく、組織論の話が聞きたい。

マーケティング
・マーケティングについての専門的な講義を聴きたい。
・販路、顧客の想像・思案についての詳しい手法。

資金計画 ・資金計画に関して、もう少し詳細な説明が欲しい。

生産管理 ・生産管理について、もう少し詳細な説明が欲しい。

ベンチャーと一般企業の差
・一般的な経営に関するモノが必要では・・・？
・ベンチャーとの違いが理解できたと思えないから・・・。

技術評価 ・技術・特許等の目利き

無回答
2.1％（1人）

とても
参考になった
53.2％（25人）

まあまあ
参考になった
42.6％（20人）

あまり参考に
ならなかった
2.1％（1人）

まったく参考に
ならなかった
0％（0人）

・自分の全く知らなかった観点の話であり、これから
　の就職活動の参考や知識として面白かった。
・物の考え方、とらえ方を改めさせられる講演でした。
・ＭＯＴを考える上での視点が参考になった。
・難しいとは思いますが多分野に渡って、専門的な知
　識を持つことが大切だと思いました。
・技術開発と経営の知識をもった上で、何かおもしろ
　いことをしてみたいと思う。

【主な感想】

第３章　基礎モデルの検討第３章　基礎モデルの検討



47

　また、本スクールでは時間の関係で実施できなかったカリキュラムも存在する。その点も考慮に

入れ、モデルカリキュラムを作成した。

講 講義名 講義内容

☆公開セミナー
例）
地域における技術経営のあり方

第１講

図表 ３－７　モデルカリキュラム

例）
　地域社会において、技術経営人材はどのように貢献できるか等
を解説。

技術経営人材に必要な
スキル体系

第２講 　ＭＯＴプログラムの概要と到達点の理解、技術経営の概要理解、
技術経営人材の活躍事例の紹介。

経営戦略
（ベンチャー、中小企業）

第３講 　技術経営の基本として企業（主にベンチャー、中小企業）の経営
戦略の概要、ビジネスプランの重要性、技術系企業の経営戦略（ケー
ススタディ）等を学ぶ。

人材マネジメントと組織論第４講 　技術系企業の人材マネジメント手法とポイントに関する知識
を把握すると共に、組織論についても学ぶ。

技術評価（目利き）第５講 　技術を評価する視点、技術の商業化に必要な目利き技能、技術
の事業化ポイント（ケーススタディ）等を習得する。

技術活用テクニックと
産学連携のあり方

第６講 　技術の特質を踏まえた上で、技術の開発及び利用に関する戦略
を策定する理論、手法等を、ケーススタディを交えながら学ぶ。

競争力を強化する
知的財産戦略

第７講 　知的財産戦略一般に加え、戦略的特許に関する基礎を紹介した
上で、戦略的特許取得のために必要な視点、強い特許の創出と活
用戦略特許を核にケーススタディを交えて学ぶ。

資金計画・調達第８講 　ステージ別・分野別の資金需要特性（必要な資金額、成長性の予
測）、必要資金額・規模に関する知識を習得する。
　資金調達法に関する知識を、各資金調達手段の本質的意味を理
解しながら習得。

ビジネス開発・利益モデル第９講 　技術の事業化において、利益を上げるためのビジネスモデル、
資金回収の仕組み等の基礎を把握し、技術を核としたビジネスモ
デルについて学ぶ。

プロジェクトマネジメント・
生産管理

第１０講 　技術の研究開発から運用の全過程に対して戦略的・戦術的計画
と運用管理をするマネジメント手法・ノウハウ等を習得する。

マーケティング・ブランド戦略第１１講 　技術を核としたビジネスモデル構築に必要なマーケティング
手法を習得。また、技術を核としたブランド戦略立案方法を学ぶ。

技術シーズをベースにした
ビジネスプラン演習（実習）

第１２講 　演習を通じて、これまでの講義で習得した知識を総合的に活用
して、実際の技術シーズを活用したビジネスプランを構築するス
キルを習得する。

第３章　基礎モデルの検討第３章　基礎モデルの検討
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地域・世界に輝くＭＯＴをめざして

北見工業大学長
常本　秀幸 氏

　今、社会は新たな智の闇の時代を迎えている、との見方があり

ます。確かに、環境問題や人口問題などをはじめ、私達が既に直面

しつつある深刻な問題の解決には、これまで築き上げてきた思想

や学問の延長上にある知識・スキルのみでは太刀打ちできそうも

ありません。そればかりか、時代はそれらを支えてきたパラダイ

ムさえも転換せよと私達に迫ってきています。この智の闇を切り

拓き我々を夜明けへと導く人材の育成・輩出を真摯に考えるとき、

新たな教育への挑戦を避けて大学の存在意義を求めることはで

きません。

　北見工業大学が位置する道東・オホーツク地域の社会も例外で

はありません。私達には、わが国を代表する豊かな自然環境、一大一次産業基地、などの強みを大切

に育てつつお互いに共存させるという、極めて難度の高い課題が突きつけられています。また従来

からの産業構造と生業に頼り切っていては、これ以上地域の発展を望むことはできません。異業種

への業容転換や参入、新たなタイプの産業の創出など、本地域で希薄だった取組みを飛躍的に活発

化させる必要が生じています。大学には、これらの課題解決・活動を担うことのできる人材の輩出が

強く望まれているのです。

　このような社会の要請にこたえるべく、本学は様々な大学改革に取り組みつつあります。平成

２０年度からスタートさせようと準備を進めている、工学部へのマネジメントコースの設置もその

一環です。単に工学が生み出すシーズ技術をビジネスに結びつける管理や経営の知識・スキルを身

に付けるためだけの場ではなく、時代を読み課題を創出するところから、課題の解決、活動の実用価

値実現に至る、総合的な企画・実行を担うことのできる人材を育成する場をめざしています。

　そのような折、北海道経済産業局から北見工業大学でのＭＯＴプレスクール共催のご提案をいた

だきました。私達が設置をめざしているマネジメントコースは、地域の特性を踏まえた世界に通用

するＭＯＴコースであり、ＭＯＴの考え方や手法が基本になっています。そこで、

地域・大学におけるＭＯＴ関連の知的刺激の提供と、ＭＯＴに対する関心の醸成

ＭＯＴに興味を持つ地域・大学の各種各層に対する導入情報の提供

ＭＯＴ関連コースの構想を検討している大学関係者への参考情報の提供
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を期待し、質の高い講師陣・講義内容のプレスクールを企画・実行していただきました。元々ＭＯＴ

という言葉さえ馴染みの薄い地域でもあり、参集の規模、開催の成果を危ぶむ声もありましたが、お

かげさまで、本書に述べられているように学生・教職員をはじめ地域からも多くの方々にお集まり

いただき、地域・大学にとって大変有意義なＭＯＴ導入機会とすることができました。本地域におい

てＭＯＴに対する基礎的な認識・関心・学習の機運が高まり、ＭＯＴが根付いて行くきっかけとなっ

たことを確信いたしております。本学におきましても、学び取ることができた情報や得られた貴重

なネットワークを活かし、地域に輝くＭＯＴ拠点として機能すべく今後の大学改革を進めて行く決

意です。

　最後になりましたが、今回の北見地域におけるＭＯＴプレスクール開催の試みを地域における

ＭＯＴ浸透・拠点形成のモデルとしてご活用いただき、北海道はもとより全国の地域活性化の強力

なツールとして育てていただくことを祈念するとともに、多大なご尽力をいただきました北海道経

済産業局をはじめ関係諸団体、関係各位の皆様に厚く御礼を申し上げ、本書の巻末の言葉とさせて

いただきます。有難うございました。
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